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資 料 編 

 

１ 市営住宅及び高齢者向け賃貸住宅等を取り巻く課題 
 

１－１ 住宅確保要配慮者の増加・多様化 

（１）支援を必要とする高齢者世帯の増加 

図 将来人口推計値及び年齢３区分の割合（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市将来人口推計／2010年（H22年）基準時点／横浜市政策局 

図 家族類型別世帯数の推計（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：横浜市将来人口推計／2010年(H22年)基準時点／横浜市政策局 
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図 将来人口推計値 65歳以上人口の内訳（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市将来人口推計／2010年(H22年)基準時点／横浜市政策局 

図 要支援・要介護者の推計（横浜市） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第６期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画／2015年（H27年）3月 

／横浜市健康福祉局 
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図 高齢者のいる世帯の家族類型と推移（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査／1990・2000・2010年（H2・12・22年）／総務省 

 

 

図 単身世帯の年齢別世帯数の推計      図 夫婦のみ世帯の年齢別世帯数の推移 

（横浜市）                 （横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市将来人口推計／2010年(H22年)基準時点／横浜市政策局 
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図 高齢者のいる世帯の住宅の所有関係 

 

【横浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／2008年（H20年）／総務省 

【 全国 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／2008年（H20年）／総務省 
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（２）住宅確保要配慮者の増加・多様化 

図 世帯収入別住宅の所有関係の割合（横浜市） 

横浜市民間住宅あんしん入居事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／ 2008年（H20年）／総務省 

図 世帯収入別家族構成の割合（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／ 2008年（H20年）／総務省 
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図 住居費負担率 30％以上の世帯の割合（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／ 2008年（H20年）／総務省 

 

図 世帯主年齢×住宅の所有関係×年収（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／ 2008年（H20年）／総務省 
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図 ひとり親世帯の貧困率（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国民生活基礎調査／2012年（H24年）／厚生労働省 

 

 

図 年間収入別世帯数（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／2008年（H20年）／総務省 
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図 介護サービスと住まいに対する考え方の状況（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市高齢者実態調査／2004・2007・2010・2013年（H16・19・22・25年） 

／横浜市健康福祉局 

 

図 各世帯の生活意識（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国民生活基礎調査／2013年(H25年)／厚生労働省 
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図 生活保護受給世帯の内訳・推移（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市統計書／2014年（H26年）／横浜市健康福祉局 

 

 

図 母子世帯数の推移（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査／2000・2005・2010年（H12・17・22年）／総務省 
 

 

 
 

 

13,210

16,391

18,401

1.0%

1.1% 1.2%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2000年

(平成12年)

2005年

(平成17年)

2010年

(平成22年)

（人）

母子世帯数 一般世帯に占める割合

12,923(37.7%)

13,697(38.4%)

14,710(40.2%)

15,598(41.6%)

16,625(42.3%)

17,864(40.6%)

18,763(39.5%)

19,681(39.7%)

20,931(40.9%)

21,838(42.1%)

1,510(4.4%)

1,513(4.2%)

1,600(4.4%)

1,652(4.4%)

1,701(4.3%)

1,849(4.2%)

1,969(4.1%)

2,095(4.2%)

2,195(4.3%)

2,237(4.3%))

2,829(8.2%)

3,047(8.6%)

3,138(8.6%)

3,126(8.3%)

3,204(8.2%)

3,502(7.9%)

3,745(7.9%)

3,815(7.7%)

3,849(7.5%)

4,033(7.8%)

12,498(36.4%)

12,506(35.1%)

12,196(33.3%)

12,116(32.3%)

12,300(31.3%)

13,289(30.2%)

14,060(29.6%)

14,441(29.1%)

14,471(28.3%)

14,079(27.1%)

4,544(13.2%)

4,874(13.7%)

4,974(13.6%)

4,986(13.3%)

5,463(13.9%)

7,550(17.1%)

8,976(18.9%)

9,531(19.2%)

9,758(19.1%)

9,696(18.7%)

34,304

35,637

36,618

37,478

39,293

44,054

47,513

49,563

51,204

51,883

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

2004年度

(H16年度)

2005年度

(H17年度)

2006年度

(H18年度)

2007年度

(H19年度)

2008年度

(H20年度)

2009年度

(H21年度)

2010年度

(H22年度)

2011年度

(H23年度)

2012年度

(H24年度)

2013年度

(H25年度）

高齢者（単身世帯） 高齢者（2人以上の世帯） 母子 傷病・障害 その他



- 10 - 

 

図 外国人登録者数の推移（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市統計書／2013年（H25年）／横浜市政策局 

図 各手帳の交付状況（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料：横浜市統計書／2013年（H25年）／横浜市健康福祉局 
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１－２ 市営住宅の課題 

（１）平均 16倍を超える入居申込状況における、今後の市営住宅の位置付け 

 

表 横浜市内の公的賃貸住宅ストック数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 

 

 

図 大都市における公的賃貸住宅戸数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公的賃貸住宅戸数 出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 

総世帯数   資料：住宅・土地統計調査／ 2008年（H20年）／総務省 
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図 住宅区分別の市営住宅の応募倍率（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 

 

図 住宅区分別の市営住宅の応募者数・募集戸数・倍率（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 
 

 

＊単身用は、60 歳以上、又は障害者、生活保護受給者、DV 被害者などで、

単身で日常生活を送れる方が対象 
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（２）一定期間に集中する直接建設型ストックの大規模改修や建替えへの対応 

 

表 市営住宅の種類と概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 

 

 

 

表 市営住宅の供給方式別比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※戸数は平成 25年度末時点、募集倍率は平成 25年度分 
 

 

 

 

 

 
 

 

供給種別 概要（目的） 入居対象 戸数

直接建設 26,043戸
（82.8％）

所得の低い市民の居住の安定を図る
ための良質な賃貸住宅の供給

一般用 24,796

高齢者用 （ＳＨＰ） 928

（ＳＨＰ以外） 212

身障者（車イス）用 107

借上 3,991戸
（12.7％）

※1997年（Ｈ9年）開始

民間が建設・所有する住宅を市営住
宅として期限を定め借あげた住宅。

横浜市では、主に「シニア・りぶいん」
として高齢単身・２人世帯に供給

一般用 741

高齢者用
（シニア・りぶいん）

3,250

改良住宅 1,428戸
（4.5％）

住宅地区改良事業の実施に伴い、住
宅を失う従前居住者用の住宅

－ 1,428

計31,462戸

直接建設型 項目 借上型 

昭和 26 年度 制度開始年度(市) 平成 10 年度 

横浜市が建設・管理 供給・管理 
民間土地所有者等が建設した物件を借上げ
て、横浜市が管理 

○長期的には総投資額は借上型より抑えられる 
○建物を除却しても土地は資産として残る 
○市の所有物のため、居住の安定が図られる 

特性 

○建設費等の初期投資の軽減が限られる 
○ストックの地域偏在の改善・供給量の調整が

可能 
○既存の民間住宅ストックの活用が可能 

郊外部中心 立地特性 都心部中心 

26,040 戸（改良住宅 1,428 戸除く） 戸数 3,983 戸 

257.8 戸（大規模） 
団地当たりの 

平均戸数 
23.6 戸（小規模） 

1,140 戸（高齢者用市営住宅の 26％） 高齢者用の戸数 3,250 戸（高齢者用市営住宅の 74％） 

15.1 倍 募集倍率（H25） 29.9 倍 
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図 市営住宅（直接建設・改良住宅）の竣工年度別の戸数（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2014年（H26年）3月末時点 
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図 歳出の推移（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市公共建築物マネジメント白書／2013年（平成 25年）3月／横浜市 

 

 

図 市営住宅の修繕費用の推移（決算値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※1）Ｈ24 年度補正予算による修繕を含む  （※2）H26 年度予算額 

出典：横浜市建築局／ 2014年（H26年）3月末時点 
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（３）借上型の契約期間満了への対応 

図 区別及び供給種別の市営住宅戸数（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営住宅戸数 出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 

世帯数  資料：横浜市統計ポータルサイト／横浜市の世帯数と人口 

／ 2014年（H26年）4月 1日現在推計 

図 区別の直接建設・借上別の市営住宅戸数（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 
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図 区別及び供給種別高齢者用市営住宅戸数（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 

 

図 供給種別の高齢者用市営住宅戸数の割合（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2013年（H25年）3月末時点 
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図 区別及び供給種別高齢者用市営住宅戸数（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2014年（H26年）3月末時点 
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（４）真に困窮する方々の入居機会の確保 

■市営住宅の募集区分とその概要（入居者要件関連） 

 
  市営住宅の申込にあたっては、申込者が横浜市に在住・在勤であること、住宅困窮理由

があること、住民税の滞納等債務がないこと、申込者及び家族が暴力団員でないこと、政

令月収要件などの共通の資格のほか、住宅の募集区分・住宅の種類により、下表の要件を

満たすことが求められる。 
 

一

般

住

宅 

一般住宅 

借上型住宅 

・夫婦（婚約者及び内縁関係にある者を含む）または親子を主体と

した家族であること。 

子育て支援

倍率優遇住

宅 

・同居者に中学校卒業までの子がいる世帯は倍率が 10 倍優遇され

る。 

・子育て世帯以外の方や単身者でも申し込みは可能である。 

浴室なし ― 

特

定

目

的

住

宅 

高齢二人世

帯向 

・申込者が 65歳以上の方で、60歳以上の同居親族 1人だけからな

る二人世帯であること。 

・ただし申込者が身体障害者の場合は 60歳から申込可である。 

高齢単身者

用 

・単身で日常生活を送ることができること。 

・65歳以上の方を原則とし、ただし身体障害者の場合は 60歳から

申込可。 

単身者用住

宅 

・単身で日常生活を送ることができること。 

・一般世帯の方も申込可である。 

多家族向 ・申込者及び同居する親族の合計が 5人以上の世帯で、いずれも横

浜市内に在住していることが申込要件となる。 

車いす用 ・申込者は横浜市内在住で、身体障害者手帳（1～4 級）の交付を

受け、室内においても常に車いすの仕様を必要とする方がいる世

帯であること。 
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（５）入居者の高齢化等によるコミュニティ及び自治機能の低下 

図 市営住宅入居者の年齢構成（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2014年（H26年）3月末時点 

 

図 市営住宅入居者の家族構成（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

出典：横浜市建築局／ 2014年（H26年）3月末時点 

 
 

 

19,225(32.7%)

8,996(15.3%)

12,941(22.0%)

8,701(14.8%)

9,017(15.3%)

0 5,000 10,000 15,000 20,000

70歳以上

60～69歳

40～59歳

20～39歳

0～19歳

（人）

65歳以上を

含む世帯
18,792
(63.2%)

65歳以上単身
9,540(32.1%)

65歳以上２人
4,314(14.5%)

65歳以上３人
40(0.1%)

65歳以上同居
4,898(16.5%)

65歳未満のみ

の世帯
10,937
(36.8%)
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図 近所とのつき合い方（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：横浜市民意識調査／2014年（平成 26年）3月／横浜市 

 

 

図 隣近所とのつき合い方の感じ方（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：横浜市民意識調査／2014年（平成 26年）3月／横浜市 

 
 

 

4.8 

6.6 

5.1 

9.5 

10.3 

9.3 

11.9 

9.2 

34.1 

39.0 

41.5 

46.9 

51.3 

47.5 

48.8 

48.8 

26.0 

23.0 

29.6 

29.7 

25.5 

25.3 

23.4 

27.4 

17.3 

17.0 

12.4 

6.3 

6.9 

7.9 

7.1 

7.8 

14.5 

14.0 

11.3 

7.6 

5.0 

9.0 

7.9 

6.0 

3.3 

0.4 

0.1 

0.0 

1.0 

0.9 

1.0 

0.9 

1975年
（昭和50年）

1977年
（昭和52年）

1988年
（昭和63年）

2007年
（平成19年）

2010年
（平成22年）

2011年
（平成23年）

2012年
（平成24年）

2013年
（平成25年）

顔もよく
知らない

道で会えば
挨拶ぐらいする

たまに
立ち話をする

一緒に買い物に
行ったり、気のあった
人と親しくしている

困ったとき、
相談したり
助け合ったりする

無
回
答

（％）

70.5 

70.2 

72.3

67.4 

65.4 

77.8 

80.0 

69.3 

12.3 

9.3 

13.4

16.3 

17.3 

11.1 

6.7 

19.1 

13.6 

16.7 

11.9

9.3 

11.5 

0.0 

3.3 

8.2 

1.6 

2.0 

0.6

0.0 

1.9 

11.1 

3.3 

1.5 

2.1 

1.8 

1.8

7.0 

3.8 

0.0 

6.7 

1.8 

互いに干渉しあわず、
さばさばしていて暮らしやすい

人間関係が薄く、
みながばらばらな
感じでさびしい

親密な人間関係が
あって、暮らしやすい

人間関係が濃密で、
わずらわしい 無

回
答

全 体

持 家 (   一 戸 建 て)

持家( マンション･共同住宅)

借 家 (  一 戸 建 て )

借家（県営・市営の共同住宅）

借家（ 都市再生機構( 旧公団) ・
公社の共同住宅）

借家（ 社宅、公務員住宅）

借家( 民間アパート、民間
賃貸マンション)
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１－３ 高齢者向け賃貸住宅等の課題 

（１）低～中所得者の高齢者向け及び低所得の子育て世帯向け住宅の更なる供給 

表 横浜市の高齢者向け住宅（賃貸住宅・施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市／ 2014年（H26年）3月末時点 

図 高齢者向け住宅等の近年の供給状況 

【住宅系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市／ 2014年（H26年）3月末時点 
 

 

4,390 

1,710 

2,348 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2009年度
(平成21年度)

2010年度
(平成22年度)

2011年度
(平成23年度)

2012年度
(平成24年度)

2013年度
(平成25年度)

高齢者用市営住宅（戸）

高齢者向け
優良賃貸住宅

サービス付き高齢者向け住宅

高齢者用市営住宅（戸）

高齢者向け
優良賃貸住宅

サービス付き高齢者向け住宅

4,390

1,059

717

14,170 

9,565 

593 

4,840 

13,865 

1,274 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2009年度
(平成21年度)

2010年度
(平成22年度)

2011年度
(平成23年度)

2012年度
(平成24年度)

2013年度
(平成25年度)

（床）

特別養護老人ホーム

有料老人ホーム
介護老人保健施設

介護療養型医療施設

認知症高齢者GH

養護・軽費老人ホーム

12,207

11,133

9,565

4,439

1,274

829

種 別 団地・施設

数 

戸数・床数 

高齢者向け賃貸住宅 市営住宅 高齢者用市営住宅（直接建設型） 32団地 1,140戸 

 うちシルバーハウジング  (22団地) (928戸) 

高齢者用市営住宅（借上型）（シルバーハウジング） 145団地 3,250戸 

公的賃貸住宅 高齢者向け（地域）優良賃貸住宅 54団地 1,710戸 

民間賃貸住宅 サービス付き高齢者向け住宅 61団地 2,348戸 

 計 292 団地 8,448戸 

高齢者向け施設 介護保険３施設 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 140施設 13,897床 

介護老人保健施設（老人保健施設） 82施設 9,565床 

介護療養型医療施設 12施設 593床 

地域密着型サービス 認知症高齢者グループホーム 287施設 4,840床 

高齢者向け住宅 
 

有料老人ホーム 205施設 14,110床 

 うち介護付き（特定施設入居者生活介護事業所） (142施設) (11,211床) 

その他高齢者施設 軽費老人ホーム 11施設 646床 

養護老人ホーム 6施設 628床 

 計 743 施設 44,279床 
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表 高齢者向け賃貸住宅の入居要件と実際の入居者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市／ 2014年（H26年）3月末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 高齢者用市営住宅 高齢者向け（地域）優良賃貸住

宅 

サービス付き高齢者向け住宅 

入居 

要件 

住宅所有 持家居住者は不可 持家・借家居住者とも入居可 同左 

世帯構成 

介護度等 

65歳以上の高齢単身・夫婦世帯 60歳以上の高齢単身・夫婦世帯 60 歳以上の者又は要介護・要支援

認定を受けている者及びその同居

者 

収入分位 40％以下（裁量階層） 
25％以下（一般階層） 

80％以下 

うち家賃補助は 40％以下 

（H21.8 以前に管理開始した物件は

収入制限なし） 

基準無し 

実際の 

入居者 

平均年齢 約 79歳 約 76歳 約 82歳 

収入分位 収入分位 10％以下※の世帯数 

約 95％ 

収入分位 10％以下※の世帯数 

約 91％ 

－ 

平均の 

家賃負担 

2.3万円 5.3万円 

（平均家賃 8.7万－平均補助 3.4

万） 

21.1万円 
※食事サービス等を含めた家賃総額 

家賃のみでは 11.3万円 

 ※収入分位 10％以下とは政令月収 104,000円以下の世帯 
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■横浜市内の高齢者向け優良賃貸住宅の現状 
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■横浜市内の子育て世帯向け優良賃貸住宅の現状 

出典：横浜市／ 2015年（H27年）3月末時点 

図 累計戸数の推移               図 物件ごとの平均住戸面積の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 物件ごとの平均入居者負担額の状況   図 契約者の平均年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 世帯の平均所得             図世帯の平均人数 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

※所得金額とは、総収入金額から所得控除額を差し引いた額 
 

 

～50㎡, 
5.3%

50～55㎡, 
9.2%

55～60㎡, 
27.5%

60～65㎡, 
38.9%

65㎡以上, 
19.1%

～6.0万円, 
16.7%

60.～6.5万円, 
3.3%

6.5～7.0万円, 
23.3%

7.0～7.5万円, 
23.3%

7.5万円～, 
33.3%

～30歳, 
26.9%

30～35歳, 
30.6%

35～40歳, 
18.5%

40～45歳, 
15.7%

45歳～, 8.3%

契約者の平均年齢
34.8歳

～100万円, 
63.0%

100～200万
円, 31.5%

200万円以上, 
5.6%

世帯の平均所得
77万円

２人, 17.6%

３人, 47.2%

４人, 22.2%

５人, 9.3%

６人, 2.8% ７人以上, 
0.9%

世帯の平均人数
3.35人

80 
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（2014年）
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■横浜市内のサービス付き高齢者向け住宅の現状 
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図 住宅の延べ面積別子育て世帯数（借家）、高齢者世帯数（持ち家） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／ 2008年（H20年）／総務省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

  

29,100

(33.2%)

7,100(10.7%)

4,300(3.9%)

36,900

(42.1%)

14,400

(21.8%)

17,600

(15.9%)

18,300

(20.9%)

21,400

(32.3%)

36,800

(33.3%)

2,800(3.2%)

18,000

(27.2%)

40,100

(36.3%)

600

(0.7%)

5,200(7.9%)

11,600

(10.5%)

87,700

66,200

110,500

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

子育て世帯

(借家）

高齢単身世帯

（持家）

高齢夫婦世帯

（持家）

（世帯）

～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

75.3％

46.8％

35.1％



- 28 - 

 

（３）住宅確保が困難な高齢者や子育て世帯に対する、民間賃貸住宅市場での円滑な入居支

援の促進 

図 横浜市民間住宅あんしん入居事業 対象者別の利用件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市／ 2014年（H26年）3月末時点 

 

横浜市民間住宅あんしん入居事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

利用件数2012件（平成16年度～平成25年度）
複数の対象者に該当する場合にはダブルカウントしている。

項目 概要

対象者 高齢者、障害者、外国人、特定疾患患者、ひとり親家庭、
配偶者等からの暴力被害者、生活保護受給者、
児童福祉施設等退所者、ホームレス自立支援施設退所者、
子育て世帯（※諸条件あり）

保証内容 ・賃料等の滞納に対して、24箇月の期間、賃料等の24箇月
分を限度額として、保証会社が賃貸人に代理弁済。

・賃借人の死亡等による退去時の残置家財等の撤去実費相
当分を賃貸人に支払い。

・死亡等による退去時の原状回復費は、賃料の3か月分か
30万円のいずれか低い額を上限とし、保証会社の承認を
得た額を賃貸人に支払い。

・家賃滞納による明渡し訴訟等の法的手続きに要する費用
について、実費相当分を支払い。

保証料 月額賃料等の３０％、更新時は２０％

協力会社 ・保証会社2社
・不動産店635店 （H25年度末）

実績 問合せ件数5,322／利用件数2,012件／助成申請件数1,140
（H16～25年度の累計）
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２ 中長期的な住宅セーフティネット政策の方向性と市営住宅及び高齢者向け賃貸住宅

等の役割 
 

２－１ 住宅セーフティネット政策の方向性 

図 セーフティネットの概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公的賃貸住宅の対応範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※費用負担は実際の家賃額から主要な範囲を表示。

 

住宅セーフ

ティネット

施策 

住宅市場施策 

雇用行政 

福祉行政 
生活保護

行政 

消費者 

保護行政 
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２－２ 市営住宅の役割 

 

図 重層的なセーフティネットの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

公営住宅 
地域優良賃貸住宅（公的賃貸住宅） 

入居の円滑のための枠組み（民間賃貸住宅） 
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図 横浜市の借家世帯の内訳（平成 20年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査／2008年（H20年）／総務省 

 

図 市営住宅の役割のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

増加 減少 横ばい 

公営住宅の入居資格世帯 
123,138世帯 

（借家世帯の 20.9%） 

今後の動向 

収入分位 40%以下の世帯 
271,213世帯 

（借家世帯の 46.1%） 
 

 

住宅の供給【対応１】 

１）借上の継続 

２）高齢化対応改修 

入居の促進【対応２】 

１）入居基準の見直し 

２）管理の適正化 

居住支援【対応３】 

１）サービス機能の導入 

２）大規模団地の再編 

高齢者のみ世帯 

の増加への対応 



- 32 - 

 

２－３ 高齢者向け賃貸住宅等の役割 

 

図 高齢者向け住宅の対応範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 高齢者向け住宅の役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 縦軸は、高齢者用市営住宅は「月額家賃」、高優賃は「収入分位 10％以下の平均入居者負担額」、サ高住は「食事サービス等を含め

た家賃総額」であり、各住宅に居住する世帯の９割程度が該当する範囲を示している。なお、老人福祉施設、介護保険３施設は月額利

用料金の目安である。 
年金平均月額：厚生労働省 平成 25 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況、要介護認定者数：平成 25年９月末現在

 

高齢者用市営住宅 
高齢者向け（地域） 

優良賃貸住宅 

低所得の高齢者 

サービス付き 

高齢者向け住宅 

中～高所得の高齢者 

厚生年金平均月額 

169,786 円（神奈川県）

国民年金平均月額 

54,807 円（神奈川県）
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３ 今後 10 年の住宅セーフティネット政策と市営住宅及び高齢者向け賃貸住宅等の供給

への取り組み 
 

３－１ 市営住宅の供給及び再生（改修・建替え）に向けた取組 

 ～あんしん住宅の供給に向けて～ 

（１）市営住宅の役割を踏まえた供給  みんなの安心  

図 10 年後（H37年）の居住支援すべき世帯の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

収入区分
家族型 ファミリー 高齢者のみ ファミリー 高齢者のみ
計 一般 子育て 単身 夫婦 子育て 単身 夫婦
35,511 13,560 2,917 8,060 5,520 1,027 3,166 1,261

(100.0%) (38.2%) (8.2%) (22.7%) (15.5%) (2.9%) (8.9%) (3.5%)

25～40%（裁量階層）25%以下（一般階層）

 

子
育
て 

ファミリー 
世帯 

高齢者のみ世帯 

25%以下(一般階層) 

夫婦のみ 単身 
夫婦 
のみ 一般 

492(1.4%) 

1,009 
(2.8%) 

5,802 
(16.3%) 

6,257 
(17.6%) 

938 
(2.6%) 

1,861 
(5.2%) 

4,079 
(11.5%) 

1,061 
(3.0%) 

62 
(0.2%) 

1 
(0.0%) 

2,601 
(7.3%) 

3,184 
(9.0%) 

103 
(0.3%) 

16 
(0.0%) 

1,221 
(3.4%) 

160. 
(0.5%) 517(1.5%) 

758 
(2.1%) 

916 
(2.6%) 

2,825 
(8.0%) 

936 
(2.6%) 

341(1.0%) 325(0.9%) 

(3) 

(2) 

(1) 

単
身 

ﾌｧﾐﾘｰ 
世帯 

高齢者のみ 
世帯 

25～40%(裁量階層) 

子
育
て 

48(0.1%) 

収入分位／家族型 

(4) 

住
宅
困
窮
度 
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（２）適切なストックマネジメントの推進  建物の安心  

■建替えに関する基本的な方針 
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図
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■借上型住宅の対応の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

■10年間の再借上げに係るコスト試算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 部屋単位の契約や期間を定めた段階的 

返還のイメージ 
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■市営住宅のストックマネジメントのイメージ 
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（３）適正な市営住宅管理の更なる推進 入居の安心 

■入居者基準の見直しによる困窮度の高い高齢者の優先入居 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■入居者管理の適正化による入居機会の確保 
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（４）直接建設型ストックにおける高齢者用市営住宅の供給促進 高齢者の安心 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市営住宅のストック 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 市営住宅全体 31,451 戸 

一般用 27,061 戸 高齢者用 4,390 戸 

直接建設型 

26,040 戸 

借上型 

3,983 戸 

改良住宅 

1,140 戸（4％） 

3,250 戸 

（10％） 

733 戸 

（2％） 
1,428 戸（5％） 

24,900 戸 

（79％） 

借上型ストックの維持 

直接建設型ストックの 

高齢化対応の改修を進める 

 

うち高齢化対応整備をした 

住戸数 10,678 戸 

(34％) 
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（５）地域まちづくりに配慮した市営住宅団地の再生 まちの安心 

■地域のまちづくりに配慮した市営住宅の再生のイメージ 

【既存ストックの活用（法定耐用年限 70 年以内）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建替え等のストック更新（法定耐用年限後）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団地、周辺を含めた 

サービス  

地域との連携により 

必要なサービス提供

市営住宅の建替え 

・敷地の高度利用 

による余剰地創出 

民間の住宅供給 

・ミクストコミュニティの形成 

高優賃・サ高住等の高齢者向け賃貸住宅の整備 

団地内外の高齢者の 
住み替え 

高齢者向けの福祉・医療施設等の整備 

地域ニーズに沿った商業や子育て、コミュニティ施設の整備 

なお、市営住宅ごとに、再生に向けた取組みは異なります。

市営住宅の立地や規模、特性、地域の需要にあわせて、個別

に検討していきます。 

また、将来の市営住宅の需要に応じて、一部の市営住宅に

集約建替え、あるいは統廃合することも検討します。 

※イメージ図は大規模市営住宅を対象に作成しています。 

 

高齢者向け改修 見守り・介護・看護サービス拠点 

既存住棟の改修による高齢者 GH・高優賃・サ高住の整備

上層階の 

高齢者の 

住み替え 

高齢者・若年者向けシェアハウスとして活用 

屋外空間のバリアフリー化 

地域の病院・福祉施設、民間との連携により 

必要なサービス提供 

団地 内外の

高齢者の 

住み替え 

団地内を中心にサービス  
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■高齢者のニーズに対応した見守りや生活支援等のサービス機能の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

○高齢化対応改修によるハード整備のみなら

ず、福祉・医療施策との連携により高齢者の

居住支援の充実を進める。 

⇒団地の低層部や空き住戸に福祉・医療施設

や見守り活動の拠点の導入等を進める。 

 

 

 

 

 

○高齢者のみならず、市営住宅の他の居住

者、地域住民のニーズを踏まえ、多様な世

代や世帯の利用に資する機能導入を進め

る。 

 

図① 生活相談所の設置（南台住宅） 

 

図② 地域ケアプラザとの連携（上飯田住宅） 

 

出典：横浜市瀬谷区、健康福祉局 

横浜市の取組事例 

●市営南台住宅 

 空き住戸を活用した生活相談所の設置（図①） 
●市営ひかりが丘・上飯田住宅 

 地域ケアプラザとの連携により個別訪問を行

い、今後の支援策を検討するモデル事業を実

施（図②） 

 

横浜市の取組事例 

●「権太坂スクエア」（保土ケ谷区） 

 市有地に定期借地権を設定し、民間事業者が

高齢者向け優良賃貸住宅やコミュニティハウ

ス、商業施設等の複合施設等を整備（図③） 

 

図③ 公営住宅・商業施設等の一体的開発 
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３－２ 高齢者向け賃貸住宅等の供給及び居住安定確保に向けた取組 

（１）良質な民間の高齢者向け賃貸住宅等の供給 

■サービス付き高齢者向け住宅の政策的誘導の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育て世帯に対する施策展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
■サービス付き高齢者向け住宅の政策的誘導の事例 

[よこはま多世代・地域交流型住宅] 

市有地（鶴見区）を活用し、高齢者の方が、介護が必要に 

なっても子育て世帯などと共に地域の中で安心して住み続け 

られるよう、生活支援や地域交流などの必要な機能を備えた 

賃貸住宅を民間事業者が整備している。 

○建物用途内容 

サービス付き高齢者向け住宅、一般世帯向け賃貸住宅、 

交流スペース、共同リビング、介護・医療系テナント 等 
介護、医療サービス
事業所（テナント）

高齢者世帯

子育て世帯
学生 など

居住者と
地域との交流

居住者間
コミュニティ

地域
コミュニティ

交流サロン

～若い世代の戦略的な流入のために～ 

コミュニティの活性化や世代間交流促進への対応として、以下の施策の活用を検討する。 

●市営住宅における取組            ●民間住宅を活用した住宅供給 

 
子育て世帯に限定した募集 

 

平成 26年 10 月募集から、子育てしやすい環

境で子育て世帯に限定した市営住宅の募集を

実施（市営野庭住宅） 

子育て世帯の期限付き入居の検討 
 

 限りある市営住宅への入居の機会を多くの

子育て世帯に提供するため、期限を区切った

入居の仕組みを検討 

地域子育て応援マンション 
 

 バリアフリーや遮音性に配慮されたファミ

リー向けマンションに、保育所等の地域向け子

育て支援施設を併設したものを市が認定 

子育てりぶいん 
 

 収入の少ない子育て世帯向けに、住宅や住環

境など子育てに配慮された民間の既存住宅を

横浜市が認定し、家賃の一部を助成 
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（２）住宅施策と福祉施策の連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公民連携による重層的な住宅セーフティネットの構築 

■民間賃貸住宅に係る横浜市の主な支援施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

  

～ 高齢者向け相談事業による住宅とのマッチングの展開 ～ 

・高齢者向けの施設や住まいに関する相談窓口を新たに設置し、既存の住宅相談窓口と相互に連携

することにより、それぞれの窓口における情報提供や相談体制の充実を図る。 

 

 ハウスクエア横浜 
住まいの相談 
カウンター 

 
横浜市住宅リフォーム 

促進協議会 

住まいるイン 
住まい・まちづくり 

相談センター 

 

横浜市住宅供給公社 

住まいとくらしの 
コンシェルジュ 

たまプラーザテラス店 
 

東京急行電鉄 

豊かなくらしと 
住まいの 

デザイン相談室 
 

神奈川県建築士 

事務所協会 

住宅相談窓口 
 

各相談窓口が連携し、市民のニーズや住まいの悩み

に沿った情報提供や相談対応を実施。 

 

高齢者施設・住まいの相談センター 
 

高齢者施設に関する情報を集約し、入居相談を実施

するほか、地域ケアプラザ等への相談業務への支援と

して、情報提供を実施。（Ｈ27開設予定） 

 

※順次対象サービスを拡大 

 特別養護 

老人ホーム 

  有料老人

ホーム 

サービス付

き高齢者向

け住宅 

 グループ

ホーム 

 介護老人

保健施設 

 

相談センター 

 

連
携
に
よ
る
住
宅
と
施
設
の
橋
渡
し 

 

 

  

施策検討 

事例研究 

 

居住支援 

 
供給支援 

 

：高齢者のみ世帯    ・・：若年・中高年単身世帯    ・・：子育て世帯 高 子 中 

施策検討・事例研究 

●神奈川県居住支援協議会 

〇住宅確保要配慮者向け住宅の供給促進 
民間住宅活用型住宅セーフティネット整備  

推進事業の普及 等 
〇住宅確保要配慮者の円滑な入居 

入居時等契約トラブル対応事例集の作成 等 
●総合的な空き家対策の検討 

 ○空き家化の予防、空き家の市場流通・活用促進、

管理不全な空き家の防止・解消、空き家の跡地

活用を取組の柱として検討 

供給支援 

●子育て世帯向け地域優良賃貸住宅 

 地域優良賃貸住宅制度の活用による家賃補助付

きの優良な住宅を供給 
●無料低額宿泊所 

 生計困難者への簡易住宅の貸付又は施設利用 
●ホームレス自立支援事業 

 ホームレスへの一時的な宿泊場所の提供 等 

居住支援 

●民間住宅あんしん入居事業 

 民間賃貸住宅へ入居しにくい高齢者などを対象

にした入居支援 
●子育て世帯向け地域優良賃貸住宅 

 地域優良賃貸住宅制度の活用による家賃補助 
●生活保護（住宅扶助）、住宅支援給付 

 福祉施策による住居費の支援 
●生活援助員派遣事業 

 高齢者向け優良賃貸住宅等に生活援助員を派遣

し、生活相談、安否確認等の対応を行う 
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